
◦ 株 主 の 皆 様 へ
商号の変更について
　当社は近年、中古車買取事業で培った強みを生かし、複数ブランド
を用い中古車小売事業を拡大させ、更には、新車ディーラー事業や海
外事業など、自動車流通を軸とした事業拡大を図っております。今後
更にブランドや事業が多岐に渡ることを想定し、統括企業としての位
置付けを明確にすべく、商号変更を行います。
　当社は、1994年の創業以来、「自動車の流通革命」を大きな目標と
して掲げ、事業拡大を図ってきました。当社経営陣・従業員は、こう
した目標に向かって「常に挑戦する」姿勢の大切さを体感し、将来の
成長においても普遍的に大切にすべき共通の行動指針であると考えて
おります。未来へ挑戦、「挑む（いどむ）」ことに強い想いを込め、株
式会社IDOM（いどむ）と商号変更することにいたしました。
　自動車事業拡大の本格化と更なる企業価値向上に向け、次なる成長
ステージにステップを踏み出してまいります。

2016年2月期 決算の概要
　 当 期 に お け る 全 直 営 店 の 年 間 小 売 台 数 は、 展 示 販 売 店 舗

（WOW!TOWN、アウトレット、LIBERALA、SNAP HOUSE、ミニク
ル）の小売台数が堅調に推移し、70,709台と創業来最高となりました。
　直営店店舗数は、ショッピングモール内に出店するHUNT（ハント）
やVehicle Port（ビークルポート）といった新業態のオープンを含め、
前期末と比べ60店舗純増し414店舗となりました。
　販売費及び一般管理費は、展示販売店舗の店舗数増加に伴う費用と、
インターネットを中心に広告宣伝を増やしたため広告宣伝費が増加し
ました。
　当期より、連結子会社であるGulliver Australia Holdings Pty Ltd.

（以下、GAH）と2015年9月に発行済株式の67.0％を取得したBuick 
Holdings Pty Ltd. 及びその子会社を新たに連結子会社としております。
　当社では、当社のGAHに対する貸付金について、2016年2月にデッ
ト・エクイティ・スワップ（以下、DES）を実施しました。当期にお
いては、GAHへの貸付実行以前の為替予約時の適用レートと、DES実
施日のレートの差異を認識し、423百万円の為替差損（営業外費用）
を計上しております。なお、DESの実施を経て、当社からGAHへの貸
付は全額解消されているため、2017年2月期において同質の為替差損
益（営業外収益・営業外費用）は計上されない見込みです。

　以上の結果、当期の連結業績は、売上高210,085百万円（前期比
34.9％増）、営業利益7,542百万円（前期比41.6％増）、経常利益6,835
百万円（前期比27.9％増）、当期純利益4,111百万円（前期比25.1％
増）となりました。

中期経営計画について
　当社は2016年4月14日に中期経営計画を発表いたしました。
　引き続き、展示販売店舗を積極的に新規出店し、小売事業の強化を
目指してまいります。具体的な数値目標としましては、2020年2月
期までに小売台数160,000台を掲げました。また、直営店の新規出
店数は、前期の実績を踏まえ、2020年までに展示販売店舗を中心に
毎期60店舗を出店する計画としております。
　これらの取り組みにより、2020年2月期の営業利益は21,000百万
円を見込んでおります。
　また、小売事業による利益率の改善が牽引し、ROEは中期的に
20％台への引き上げを目指してまいります。

ITへの取り組み
　当社は、中期経営計画を着実に遂行し、成長ステージをステップ
アップしてまいります。
　同時に、店舗数や従業員の増加、グローバル化する事業の効率化や
生産性の向上を追求する取り組みをしてまいります。
　その有力なツールとしてITを活用し、最先端のITテクノロジーを積
極的に取り入れることで、企業価値の向上を目指してまいります。
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　展示販売店舗を中心として全国に続々とオープン！

◦ 新 規 出 店 に つ い て

アウトレット店

高級外車・外車専門店

ミニバン専門店

ショッピングモール

16号入間店 新発田店 掛川店 高崎江木店 岡山バイパス店 長野柳原店 静岡流通通り店 鹿屋バイパス店
埼玉県入間市宮寺2781-1
 0120-901-691

新潟県新発田市舟入837-1
 0120-901-342

静岡県掛川市大池639-1
 0120-901-340

群馬県高崎市江木町1682番地
 0120-901-690

岡山県岡山市南区大福50-1
 0120-901-695

長野県長野市柳原1302-59
 0120-941-186

静岡県静岡市葵区東千代田2丁目1-16
 0120-901-735

鹿児島県鹿屋市札元2丁目3748番地3
 0120-901-729

岐阜正木店 南仙台店 平塚四之宮店 東バイパス近見店 10号都城店 11号丸亀店 函館東山店 大分大道店
岐阜県岐阜市正木133番地3
 0120-901-870

宮城県名取市上余田字千刈田156番地3
 0120-901-736

神奈川県平塚市四之宮2丁目8番21号
 0120-951-327

熊本県熊本市南区近見9丁目2-8
 0120-953-656

宮崎県都城市都北町5516-1
 0120-957-785

香川県丸亀市柞原町894-1
 0120-951-329

北海道函館市東山2丁目5番20号
 0120-957-761

大分県大分市大道町6丁目4組-3
 0120-901-692

4号福島店 10号都城店 北上店 ミニクル13号山形店 南国バイパス店 盛岡西バイパス店 4号宇都宮城東店 柏若柴店
福島県福島市黒岩字中島18番1
 0120-951-915

宮崎県都城市太郎坊町6079番地1
 0120-958-119

岩手県北上市北鬼柳18地割14-1
 0120-901-566

山形県山形市東青田4丁目1-62
 0120-901-863

高知県高知市介良甲884番地
 0120-957-909

岩手県盛岡市向中野2丁目57-22
 0120-965-371

栃木県宇都宮市城東2丁目26番23号
 0120-901-734

千葉県柏市若柴入谷2-32
 0120-901-732

LIBERALA鹿児島 LIBERALA箕面 LIBERALA小倉 LIBERALA西宮 Vehicle Port守山 HUNT常滑（とこなめ） Vehicle Portモラージュ菖蒲
鹿児島県鹿児島市新栄町8番地12号
 0120-901-694

大阪府箕面市牧落5丁目1番10号
 0120-901-411

福岡県北九州市小倉北区霧ケ丘3丁目1番1号
 0120-938-681

兵庫県西宮市和上町5番17号
 0120-938-638

滋賀県守山市今浜町2620-5 ピエリ守山1階
 0120-951-671

愛知県常滑市りんくう町2丁目20番3
 0120-901-560

埼玉県久喜市菖蒲町菖蒲6005番地1
 0120-938-573

軽自動車専門店



◦ 連 結 財 務 諸 表

連結貸借対照表（要約） 連結損益計算書（要約） 連結キャッシュ・フロー計算書（要約）（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

科　目 前連結会計年度
（2015年2月28日）

当連結会計年度
（2016年2月29日）

資産の部
流動資産 29,402 49,074
現金及び預金 4,897 9,149
受取手形及び売掛金 4,619 5,192
商品 17,020 31,848
繰延税金資産 801 778
その他 2,114 2,159
貸倒引当金 △49 △54
固定資産 27,750 45,136
有形固定資産 16,126 19,743
無形固定資産 3,349 15,513
投資その他の資産 8,274 9,879
資産合計 57,153 94,211
負債の部
流動負債 19,847 28,600
買掛金 5,100 14,102
短期借入金 150 2,045
その他 14,597 12,453
固定負債 2,676 27,365
長期借入金 43 22,851
長期預り保証金 690 651
その他 1,942 3,863
負債合計 22,523 55,965
純資産の部
株主資本 34,521 37,111
資本金 4,157 4,157
資本剰余金 4,032 4,032
利益剰余金 30,278 32,869
自己株式 △3,947 △3,947
その他の包括利益累計額 108 1
為替換算調整勘定 108 1
少数株主持分 − 1,131
純資産合計 34,629 38,245
負債純資産合計 57,153 94,211

科　目
前連結会計年度
 （自 2014年3月1日　
　至 2015年2月28日）

当連結会計年度
 （自 2015年3月1日　
　至 2016年2月29日）

売上高 155,681 210,085
売上原価 116,605 158,474
販売費及び一般管理費 33,750 44,067

人件費（給料手当・賞与等） 10,719 13,892
業務委託料 1,477 1,641
広告宣伝費 5,789 7,383
地代家賃 5,499 6,688
減価償却費 1,643 2,449
その他 8,621 12,012

営業利益 5,325 7,542
営業外収益 89 120
営業外費用 69 827
経常利益 5,345 6,835
特別利益 0 4
特別損失 188 229
税金等調整前当期純利益 5,157 6,610
法人税、住民税及び事業税 1,476 2,441
法人税等調整額 394 27
少数株主損益調整前当期純利益 3,286 4,140
少数株主利益 − 28
当期純利益 3,286 4,111

科　目
前連結会計年度
 （自 2014年3月1日　
　至 2015年2月28日）

当連結会計年度
 （自 2015年3月1日　
　至 2016年2月29日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 56 4,121

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,540 △17,686

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,721 17,858

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △34

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） △10,200 4,259

現金及び現金同等物の期首残高 14,661 4,863

連結の範囲の変更に伴う現金及び現
金同等物の増減額（△は減少） 402 −

現金及び現金同等物の期末残高 4,863 9,122

※   株主通信に記載の財務諸表は要約版です。詳細につきましては、決算短信、有価証券報告書
をご確認下さい。

資産について
前期末より37,057百万円増加
流動資産は、現金及び預金が増加したこと及び商品が増加したことな
どにより、49,074百万円（前期末比66.9％増）となりました。
固定資産は、主に直営店舗の新規出店により、建物及び構築物が増加
したことや、のれんが増加したことなどにより、45,136百万円（前
期末比62.6％増）となりました。

負債について
前期末より33,441百万円増加
流動負債は、買掛金が増加したことや、未払法人税等が増加したこと
などにより、28,600百万円（前期末比44.1％増）となりました。
固定負債は、長期借入金が増加したことなどにより、27,365百万円

（前期末比922.6％増）となりました。

純資産について
前期末より3,615百万円増加
当期末の純資産の部合計は、利益剰余金が増加したこと及び少数株主
持分が増加したことなどにより、38,245百万円（前期末比10.4％増）
となりました。

キャッシュ・フローの状況
営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前当期純利益6,610百万
円、売上債権の減少等により4,121百万円となりました。
投資活動の結果支出した資金は、直営店の新規出店による有形固定資
産取得による支出等で、17,686百万円となりました。
財務活動の結果得られた資金は主に長期借入れによる収入で、
17,858百万円となりました。

　期末配当につきましては、1株につき、普通配当5円と
させていただきました。この結果、年間の配当金は12円
50銭（第2四半期末7円50銭、期末5円）となりました。

１．期末配当金………………………… １株につき金5円

２．効力発生日及び支払開始日……… 2016年5月27日

期末配当金について



決算期	 2月末日
定時株主総会	 5月中
期末配当金株主確定日	 2月末日
第2四半期末配当金株主確定日	 8月31日
1単元の株式数	 100株
証券コード	 7599
株主名簿管理人	 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
	 みずほ信託銀行株式会社
事務取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
 みずほ信託銀行株式会社
 本店証券代行部

未払配当金の支払い請求、支払明細等の発行に関する手続き等
のお手続き・お問い合わせ
　みずほ信託銀行株式会社（株主名簿管理人）にご連絡下さい。
　　＜お問い合わせ先＞
　　〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
　　みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
　　TEL.0120-288-324（フリーダイヤル）
　　＜配当金お受取りに関するご留意事項＞
　　  配当金の口座振込をご指定いただいていない方は、払渡期

間中に、「配当金領収証」により、ゆうちょ銀行全国本支店
及び出張所ならびに郵便局でお受け取り下さい。払渡期間
経過後は、みずほ信託銀行の本店及び全国各支店でお受け
取りいただけますが、当社定款第48条の定めにより、支払
開始の日から満3年を経過しますとお支払いできなくなりま
すのでご注意下さい。

配当金受取り方法のご指定、住所変更、単元未満株式の買取請求、
相続に伴う手続き等のお手続き・お問い合わせ
　⑴証券会社でお取引をされている株主様⇒  お取引のある証券

会社
　⑵特別口座に記録されている株主様⇒  特別口座管理機関　三井

住友信託銀行株式会社
　　＜お問い合わせ先＞
　　〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　　TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
　　＜お取扱店＞
　　三井住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
　　日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店
　　※  未払配当金の支払い請求、支払明細等の発行に関するお手続きは当社

株主名簿管理人（みずほ信託銀行株式会社）が承ります。

株式会社ガリバーインターナショナル
本　社	 〒100-6425　東京都千代田区丸の内2-7-3
 東京ビルディング
 経営管理室
 TEL：03-5208-5503（IR直通）

この報告書は、森林管理協議会（Forest Stewardship Council）が認証する適切に管理された 
森林からの原料を含むFSC認証紙を使用しており、ベジタブルインクによって水なし印刷しています。

商号

設立年月日
資本金
決算期
従業員数
業務内容

連結子会社

株式会社ガリバーインターナショナル
（英文表記）
GULLIVER INTERNATIONAL CO., LTD.
1994年10月25日
41億5,702万円
2月末日
2,705名
1. 自動車の販売事業
2. 自動車の買取事業
3. その他自動車流通に関わる事業
株式会社ジー・ワンファイナンシャルサービス
株式会社ガリバーインシュアランス
Gulliver USA, Inc.
Gulliver East, Inc.
東京マイカー販売株式会社
株式会社モトーレングローバル
株式会社モトーレングランツ
有限会社ナカミツインターナショナル
Gulliver Australia Holdings Pty Ltd.
Buick Holdings Pty Ltd.

会社情報（2016年2月29日現在）

発行可能株式総数……………………………………… 400,000,000株
発行済株式総数………………………………………… 106,888,000株
株主数………………………………………………………………5,627名
大株主

氏名又は名称 所有株式数 持株比率
株式会社フォワード 28,000千株 27.61％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,876 10.73
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,519 5.44
羽鳥裕介 5,400 5.33
羽鳥貴夫 5,400 5.33
CREDIT SUISSE SECURITIES （EUROPE） LIMITED PB OMNIBUS 
CLIENT ACCOUNT（常任代理人　クレディ・スイス証券株式会社） 3,048 3.01

THE BANK OF NEW YORK 133522
（常設代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部） 2,047 2.02

NORTHERN TRUST CO. （AVFC） RE IEDU UCITS 
CLIENTS NON LENDING 15 PCT TREATY ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支店　カストディ業務部）
1,953 1.93

ML PRO SEGREGATION ACCOUNT
（常設代理人　メリルリンチ日本証券株式会社） 1,500 1.48

GOLDMAN, SACHS & CO. REG
（常設代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会社） 1,375 1.36

T O P I C S

企業価値向上のためのIT活用
企業価値向上のためのIT活用の一例を紹介します。店
舗数や従業員の増加、グローバル化する事業環境での
効率化や生産性向上に即時対応するため、社内の業務
システム基盤を従来の物理サーバーからアマゾンの
サービスを導入して、クラウドサーバーに順次移行し
てまいります。

サーバーをクラウド化する主なメリット 
・  物理的な資産を持たないの

で増強や構築が容易
・  資産管理ではなく従量課金

制なのでコストの最適化が可能
・  国内外を問わず利用が可能

今後も最先端のITテクノロジーを積極的に取り入れて
企業価値の向上を図ってまいります。
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